
「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
荒川水系（東京都）の減災に係る取組方針

平成２９年度実施状況

平成３０年５月２８日
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荒川下流域の地形・社会特性を踏まえ、荒川水系（東京都）で発生し得る
大規模水害に対し、

『少なくとも命を守り、社会経済に対して壊滅的な
被害が発生しないこと』

を目指す。

■上記目標達成に向けた主な取組
荒川（東京都）における災害防止を目標として、河川管理者が実施する堤防整備等の洪水を河川内
で安全に流す対策に加え、以下の取組を実施。

（１）命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組
（２）洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組
（３）一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための

取組

■平成３３年度までの今後５年間で達成すべき目標

減災のための目標



参加機関

平成２７年９月関東・東北豪雨による大規模氾濫を踏まえ、河川管理者、都、
区等が連携し、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、
計画的に推進することにより、荒川（東京都）において氾濫が発生することを
前提として社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築すること
を目指す。

目的

第１回協議会（平成28年6月22日）

• 葛飾区
• 江戸川区
• 東京消防庁（オブザーバー）

• 内閣府
• 荒川下流河川事務所
• 荒川上流河川事務所
• 二瀬ダム管理所
• 水資源機構
• 東京管区気象台

• 東京都
• 千代田区
• 中央区
• 港区
• 文京区
• 台東区

• 墨田区
• 江東区
• 北区
• 荒川区
• 板橋区
• 足立区

第２回協議会（平成28年9月29日）
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荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会

第３回協議会（平成29年5月19日）



概ね５年で実施する取組

１）大規模氾濫減災協議会の設置１）大規模氾濫減災協議会の設置

２）洪水を河川内で安全に流すための取組２）洪水を河川内で安全に流すための取組

3

・平成３０年出水期までに、既に設置されている「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく協議会を、改正水防法に基づ

く「大規模氾濫減災協議会」へ移行。水防法の改正を受けて、「地域の取組方針」を再確認し、減災対策を充実。

・毎年、協議会を開催して取組状況をフォローアップし、必要に応じて「地域の取組方針」の見直しを実施。

・協議会の取組内容等についてホームページ等で公表。

■洪水を河川内で安全に流す対策

• 優先的に実施する堤防整備（橋梁部周辺対策）

• 堤防整備

• 橋梁対策等の実施

緑文字：緊急行動計画反映部分



概ね５年で実施する取組

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組

①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組
■基盤整備

• 円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）を
整備

• 危機管理型水位計や量水標及び、河川監視用カメラ等の設置
• 長期的な水位予測が可能なシステムの整備
• 区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水化、
非常用発電等の整備）

• ICTを活用した洪水情報の提供
■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

• 想定最大規模の降雨を対象とした洪水浸水想定区域図の策定・公
表

• 想定最大規模の降雨を対象とした氾濫シミュレーションの公表
• 浸水特性を考慮した避難計画策定
• 広域避難計画等を反映した水災害ハザードマップの策定、周知、
活用

• 日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実現するため、
まるごとまちごとハザードマップの整備

• 要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施
• 隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等
• 広域避難を踏まえた避難勧告等の発令基準の見直し

■タイムラインの策定、運用
• 荒川タイムラインの策定・運用
• 実践的な訓練の実施
• 気象情報の改善(水害時の情報の入手のしやすさをサポート）を
実施

• 洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構
築）

■防災教育や防災知識の普及
• 水害時の事前準備に関する問合せ窓口の設置
• 小中学校を含む防災教育の促進
• 教員を対象とした講習会の実施
• 出前講座等を活用した講習会の実施
• 効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成
の実施

• 区民等に向けた河川情報の発信の工夫・改善、区民向け周知
• 《再掲》 気象情報の改善(水害時の情報の入手のしやすさを
サポート）を実施

• 風水害の体験型訓練の実施
• 職員の出水時の知識・経験の継承

■垂直避難者の発生を踏まえた被害低減の対策
• 垂直避難のリスク周知や広域避難の必要性の啓発に向けた取
組の実施

• 垂直避難者の被害の低減に向けた対策を実施
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緑文字：緊急行動計画反映部分
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３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための取組

■危機管理型ハード対策
• 堤防天端保護の実施

■効果的な水防活動を行うための水防体制強化
• 消防機関等との連絡体制の再確認と伝達訓練の実施・連携、協力に関する検討
• 重要水防箇所の見直し、水防資機材の確認及び共同点検の実施
• 毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施
• 水防活動の担い手となる消防団や水防協力団体の募集・指定促進 ・水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）
• 迅速な水防活動を支援するため新技術を活用した水防資機材等の配備
• 排水施設の耐水化を実施

■庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項
• 《再掲》区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水化、非常用発電等の整備）
• 区庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実

■減災・防災に関する国の支援
• 災害時及び災害復旧に対する支援
• 災害情報の地方公共団体との共有体制強化

■施設の耐水化
• 《再掲》排水施設の耐水化を実施
• 《再掲》区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水化、非常用発電等の整備）

■排水計画作成及び訓練の実施
• 氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情報の共有・排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）の
作成

• 排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等
• 浸水被害軽減地区の指定
• 排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓練の実施

概ね５年で実施する取組 緑文字：緊急行動計画反映部分



• 橋梁部周辺部の局所的に堤防が低い箇所の暫定対策を、３箇所で実施（関東地方整備局）

○優先的に実施する堤防整備（橋梁部周辺対策）

取組方針の主な実施状況（平成２９年度）
1）洪水を河川内で安全に流す取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

対策後対策前
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西新井橋
上流左岸

着手中
平成２９年３月

笹目橋
上流右岸

(東京都板橋区三園２丁目地先)

平成２９年１１月末現在



対策前 対策後
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• 京成本線橋梁架替のための地元説明及び用地測量を実施（関東地方整備局）

○橋梁対策等の実施

○堤防整備

• 必要な堤防断面を満たしていない区間の堤防のかさ上げや堤防の拡幅を実施（関東地方整備局）

中堤築堤
（東京都江戸川区西葛

西一丁目地先）
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○円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）を整備

2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■基盤整備

• 災害時の通信環境を確保し、帰宅困難者等が情報を取得できるよう災害時退避場所等にWi-Fi 環
境を整備（千代田区）

• 高所カメラを２台増設し、合計４台となった。防災行政無線をデジタル化した。（中央区）

• 屋外スピーカーについて、２箇所増設工事を行った。また、設置施設の改修等に伴い、２箇所の移
設工事を実施（文京区）

• 防災行政無線子局の増設（４基）及び高性能スピーカーへの付け替え（１基）を実施（江東区）

• 防災行政無線のデジタル化について、親局１局、子局１０局の増設を行った。（足立区）

○区庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実
（耐水化、非常用発電等の整備）

2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

• 庁舎及び災害拠点病院に防災無線を配備し、定期的に通信訓練を実施（墨田区）
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○ＩＣＴを活用した洪水情報の提供

洪水情報のプッシュ型配信イメージ

• 緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信システム整備を実施（関東地方整備局）

「洪水予報」と「緊急速報メールによる洪水情報」の発表タイミング 配信文案例
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• 避難計画策定のため、被害状況を整理し、全庁的に情報を共有した（中央区）

• 区内の浸水想定区域に基づき、荒川外水氾濫時の指定避難所及び避難勧告等の発令基準を定め
た（文京区）

• 東京都と連携して上野地区及び浅草地区における地下街の浸水対策協議会を設置し、地下街等浸
水対策計画を作成（台東区）

• 広域避難の具体化に向け、避難情報の発令基準を検討中（墨田区、江東区、足立区、葛飾区、
江戸川区）

○浸水特性を考慮した避難計画の策定

2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等
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• 平成30年の出水期までの発行に向けて作業中（中央区、江東区、足立区、葛飾区）

• 平成29年10月に荒川水系における浸水想定区域を反映したハザードマップを作成（文京区）

• 「想定し得る最大規模」の洪水想定に基づき、水害ハザードマップを作成、全戸配布した（台東区）

• 荒川の浸水想定区域等の見直しに伴い、水害ハザードマップを更新を実施（墨田区）

○広域避難計画等を反映した水災害ハザードマップの策定、周知、活用

墨田区水害ハザードマップ

文京区水害ハザードマップ
（一部抜粋）

台東区水害ハザードマップ
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○日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実現するため、
まるごとまちごとハザードマップの整備

• 協定に基づき、河川氾濫時の浸水深を示した看板を電柱に設置している（足立区）

浸水深を示した看板を電柱に設置（足立区）
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• 荒川下流域を対象としたタイムライン専門部会【C ブロック】～要配慮者利用施設の避難確保計画
作成等を支援～を実施（板橋区）

• 水防法改正により、地域防災計画に記載されている要配慮者施設については、避難確保計画の策
定を行うとともに、定期的な訓練の実施を促した。（江東区）

• 庁内検討会及び施設管理者への説明会を実施。施設一覧を地域防災計画に掲載し、対象施設を
確定。（足立区）

• 施設類型ごとに避難確保計画の雛形を作成して、説明会を実施（葛飾区）

○要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

←避難確保計画の雛形
（有床医療機関編）（葛飾区)

葛飾区ホームページに避難確保計画の雛形を添付し公開している（葛飾区）

要配慮者利用施設の避難確
保計画作成等を支援する専
門部会を実施（板橋区)
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• 「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」において、広域避難先の考え
方等について整理した。（内閣府）

• 「江東５区広域避難推進協議会」にて、内閣府や東京都等と協力して、検討をしている。（墨田区）

• 東京都が主催する広域避難に係る会議等に出席し、他区との情報共有を実施した。（荒川区）

• 江東５区広域避難推進協議会において検討中。（江戸川区）

○隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等

江東５区広域避難推進協議会 江東５区広域避難推進協議会幹事会

• 避難勧告等の発令に参考となるデータを整理・検討（関東地方整備局）

• 避難勧告に係る避難計画策定のため、被害状況を整理し、全庁的に情報を共有した。（中央区）

• 江東５区広域避難推進協議会において検討中。（江戸川区）

○広域避難を踏まえた避難勧告等の発令基準の見直し
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○荒川下流タイムラインの策定・運用

2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■タイムラインの策定、運用

• Ｈ２９年度出水期に運用し、４回適用、運用後ふり返りを実施（全機関）

• タイムライン専門部会において、荒川下流タイムラインの体裁の修正等を検討。継続して実
施予定（全機関）

台風名 荒川下流タイムライン適用期間（適用日数）
適用終了時の

ＴＬレベル
(目安の時刻)

第５号 ８月４日(金)～８月８日(火) （５日間） １－１（－４８Ｈ）

第１８号 ９月１３日(水)～９月１８日(月・祝) （６日間） １－１（－４８Ｈ）

第２１号 １０月１８日(水)～１０月２３日(月) （６日間） １－２（－３０Ｈ）

第２２号 １０月２５日(水)～１０月３０日(月) （６日間） １－１（－４８Ｈ）

21 荒川下流ＴＬ運用 荒川下流ＴＬの時刻と対応状況の共有

25 氾濫発生に備えた対策 被害規模の想定（確認）

26
台風情報の発表と収集・確認（日本への影響の可能性
等）

台風情報および気象情報の発表、収集・確認

27 体制の構築・確認 体制の構築・確認

28 -1 河川管理施設の点検等

-5
河川利用者等（ホームレス含む）への事前周知注意喚起
等

-1 災害対策用資機材、復旧用資機材の確認

-2 災害対応に係る事項の事前確認・準備

23 荒川下流ＴＬ運用 荒川下流ＴＬの時刻と対応状況の共有

27
台風情報の発表と収集・確認（首都圏への影響の可能性
等）

台風情報および気象情報の発表、収集・確認

29 今後の人員配置の確認

32 今後の応援体制等の確認

35 体制の構築・確認

36 施設・危険箇所の点検 危険箇所の点検

37 災害対応に係る事項の事前確認・準備 土のう等止水・防水資機材等の準備

38 福祉施設からの避難の必要性検討のための情報収集 台風情報および気象情報の収集(通所・入所施設共通)

39 河川区域内の状況確認 河川区域内の状況確認

40 荒川下流ＴＬ運用 荒川下流ＴＬの時刻と対応状況の共有

44 台風情報および気象情報の発表、収集・確認

45 台風説明会の開催・参加

46
流域全体の水文（雨量・河川水位）観測所情報のHP情報
提供・収集・確認

48 施設・危険箇所の点検 危険箇所の点検

49 災害対応に係る事項の事前確認・準備 災害対応に係る事項の事前確認・準備

53 荒川下流ＴＬ運用 荒川下流ＴＬの時刻と対応状況の共有

54 水防警報の発表・伝達 水防警報（待機・準備/岩淵）の発表・伝達

55 体制の構築・確認 体制の構築・確認

56 災害対応に係る事項の事前確認・準備 災害対応に係る事項の事前確認・準備

-30H 水防団待機水位(岩
淵)

水防警報(準備)(岩淵)

-48H 台風の首都圏への
接近

台風・気象情報の発表と収集・確認及び雨量・河川水位
の収集・確認

-96Ｈ 台風による日本へ
の影響の可能性

河川関連施設の巡視・点検

29 災害対応に係る事項の事前確認・準備

-72H 台風による首都圏
への影響の可能性

体制の構築・確認

‐96H

機械設備動作確認（岩淵水門） 備蓄資材の現地確認 職員による河川巡視河川敷での事前注意喚起

‐96H ‐72H ‐72H

台風経路図
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• 東京消防庁・足立区合同総合水防訓練に参加したほか、情報伝達訓練として、利根川・荒
川・多摩川洪水予報連絡会による洪水予報伝達演習を実施（気象庁）

• H30年3月17日、水防図上訓練を実施した（葛飾区）

○実践的な訓練の実施

【日 時】
平成３０年３月１７日（土）

【場 所】
区役所５階庁議室

【参加者】
４３人
（防災課２０人、
都市整備部２３人）

【内 容】
第一部：座学
第二部：図上訓練

水防図上訓練（葛飾区）
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• 「危険度の色分け」・「警報級の可能性」・「危険度分布」の提供開始、大雨・洪水警報等の改善を実
施（気象庁）

○気象情報の改善(水害時の情報の入手のしやすさをサポート)を実施

• 「危険度の色分け」

警報・注意報の発表時に、現象が予想される期間を色分
けして、危険度の高まりを伝える情報

• 「警報級の可能性」

天気予報の発表（5時、11時、17時）に合わせて発表し、
「明日まで」及び「明後日以降」の警報級の現象となる可能
性を「高」や「中」で伝える情報

危険度の高まりを伝える情報
表示イメージ気象警報・注意報

平成○○年○⽉５⽇１８時２７分 横浜地⽅気象台発表
神奈川県の注意警戒事項
神奈川県では、６⽇昼前まで⼟砂災害や河川の増⽔に警戒してください。

============================
横浜市【発表】⼤⾬（⼟砂災害）,洪⽔警報

【継続】雷,強⾵,波浪,⾼潮注意報
６⽇朝までに暴⾵警報に切り替える可能性が⾼い
６⽇明け⽅までに波浪警報に切り替える可能性が⾼い

横浜市 今後の推移（■特別警報級 ■警報級 ■注意報級）
備考・

関連する現象
発表中の

警報・注意報等の種別
５日 ６日

18-21 21-24 0-3 3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21

大雨

（浸水害）
１時間最大雨量(ミリ) 40 40 40 70 70 70 浸水注意

（土砂災害）
土砂災害警戒

土砂災害警戒情報発表中

洪水 （洪水害） はん濫

強風
風向
風速

（メートル）

陸上 20 20 20 20 28 28 20 20 20 以後も注意報級

海上 23 23 23 23 30 30 23 23 23 以後も注意報級

波浪 波高（メートル） 2.5 2.5 2.5 3.5 4.0 4.0 4.0 3.5 3.5
以後も警報級
うねり

高潮 潮位（メートル） 0.7 1.0 1.2 1.5 1.5 1.5 1.5 ピークは６日３時頃

雷 竜巻、ひょう

各要素の予報値は、確度が一定に達したものを表示しています。

警報級の可能性
神奈川県東部の警報級の可能性
東部では、６⽇までの期間内に、⼤⾬、暴⾵、波浪警報を発表する可能性が⾼い。
神奈川県東部 ○/5 17：00発表 ○/5 17：00発表

種別
５日 ６日

７日 ８日 ９日 10日明け方まで 朝～夜遅く

18-24 0-6 6-12 12-18 18-24

大雨 警報級の可能性 高 高 － － 中 －

暴風 警報級の可能性 － 高 － － 中 －

波浪 警報級の可能性 高 高 高 － 中 －

[高]：警報発表中、又は、警報を発表するような現象発生の可能性が高い状況。
[中]：[高]ほど可能性が高くはないが、警報を発表するような現象発生の可能性がある状況。

今後の危険度の高まりを
即座に把握

さらに、
メッシュ情報の技術を活用して
気象情報を改善（平成29年7月）
・ 「危険度分布」の提供
・ 大雨・洪水警報を改善

・平成29年５月17日から提供を
開始

・自治体、関係機関等に説明
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2）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

• 荒川下流の小学生（さくら小学校・高松小学校）の現地見学の中でダムの防災操作について教育を
実施（水資源機構）

• 「東京防災」を活用した啓発支援に取り組んでいる。「水害の基礎知識や早期避難の重要性につい
て、映像とワークシートを作成し、都民の意識啓発に活用」（東京都）

○小中学校を含む防災教育の促進

映像、ワークシートを作成
（東京都）

さくら小学校① さくら小学校②

高松小学校① 高松小学校②

現地見学の中で防災操作について説明（水資源機構）
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• 地元（北区）の教職員を対象とした防災研修会を実施（関東地方整備局）

• 荒川下流の小学生（さくら小学校・高松小学校）の現地見学の中で同行してきた教員に対しても防災
操作について説明を実施（水資源機構）

• 避難所となる各学校で開催される連絡会等において、教職員や町会役員を対象に講習を実施

（２校）（江東区）

○教員を対象とした講習会の実施

• 地元の小学校で出前講座を実施（水資源機構）

• 要請により区民等を対象とした講習会を実施（１０回）（江東区）

○出前講座等を活用した講習会の実施

教職員を対象とした防災研修会（関東地方整備局）
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• 地元の小学校で出前講座を実施（水資源機構）

• 要請により区民等を対象とした講習会を実施（１０回）（江東区）

○出前講座等を活用した講習会の実施

地元の小中学校で出前講座を実施（水資源機構）

荒川東小学校①

早稲田中学校① 早稲田中学校

荒川東小学校②
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• 「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」における検討を踏まえ、大規
模・広域避難に関する住民向けのパンフレットを作成した。（内閣府）

• えどがわ区民ニュースにおいて、大規模水害時における広域避難の必要性を啓発するための特集
号を作成（江戸川区）

• 平成29年６月の区報にて「水害への備え」を広報した。（墨田区）

○効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成の実施

手交式：「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難に関する
基本的な考え方（報告）」（内閣府）

平成29年６月の区報（墨田区）



葛飾区水害シンポジウム
【日 時】平成２９年１０月７日（土）
【場 所】かつしかシンフォニーヒルズ 22

• 「危険度を色分けした時系列」及び「警報級の可能性」の提供を5/17に開始すると共に、
メッシュ情報を活用した大雨、洪水注意報警報の改善を7/4に実施し、ＨＰや防災イベント
を通じて区民に周知（気象庁）

• 水害ハザードマップに河川情報発信元のQRコードを掲載予定（墨田区）

• ホームページ、登録制メール配信システム、登録制自動電話案内システム等で水位情報等を
案内を実施。区防災アプリで河川水位や河川の映像をリアルタイムで確認できるよう整備し
ている。（足立区）

• 自治町会の防災部長等を対象に、水害シンポジウムを開催（葛飾区）

○区民等に向けた河川情報の発信の工夫・改善、区民向け周知

墨田区水害
ハザードマップ
情報面
（墨田区）
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• 水防訓練の中で、東京都下水道局の協力を得て水圧ドア体験を実施（江東区）

• 水防訓練において区民が参加できる水圧ドア体験を実施（江戸川区）

○風水害の体験型訓練の実施

• 「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」における検討内容を踏まえ、研
修等により大規模水害に関する課題や教訓等を紹介した。（内閣府）

• 水害時の写真を展示するなどして、当時の経験を風化させないように啓発を実施（江東区）

• 緊急配備体制研修、水防工法訓練、重機操作訓練等を実施（足立区）

○職員の出水時の知識・経験の継承

重機操作訓練（足立区）
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○垂直避難のリスク周知や広域避難の必要性の啓発に向けた取組の実施

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
①命を守るための迅速かつ的確な避難行動のための取組

■垂直避難者の発生を踏まえた被害低減の対策

• 江東５区広域避難シンポジウムを実施（墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）

江東５区広域避難シンポジウム
【日 時】平成２９年９月９日（土）
【場 所】すみだリバーサイドホール
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• 浸水想定のデータ提供（関東地方整備局）

• 避難用ボートのメンテナンス・操作訓練を定期的に実施（江東区）

• 本田消防団に６艇、金町消防団に３艇ゴムボートを貸与しているため、ボート活用訓練の成果等に
ついて検証した（葛飾区）

○垂直避難者の被害の低減に向けた対策を実施
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○堤防天端保護の実施

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■危機管理型ハード対策

• 板橋区舟渡地先などにおいて堤防天端保護工を実施（関東地方整備局）

対策前

対策後

JR東北上越新幹線
⼾⽥橋

JR東北上越新幹線⼾⽥橋

荒川右岸 板橋区舟渡地先（戸田橋上流）
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• 河川防災ステーションの整備を実施（関東地方整備局）

○河川防災ステーションの整備

• 平成２８年度は下記の項目について検討

○ 異常洪水時防災操作開始水位の検討

○ 特別防災操作に関する点検項目の検討 （二瀬ダム）

• 滝沢ダム及び浦山ダムについて、洪水調節機能の更なる有効な活用方法の検討を実施（水資源
機構）

○既存ダムの機能を最大限活用する運用方法の検討等

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■既設ダムの危機管理型運用方法の確立

浮間地区荒川防災ステーション

新河岸川

荒川

浮間地区荒川防災ステーション

洪水時イメージ

浮間地区荒川防災ステーション（関東地方整備局）
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• 平成29年6月に国と都と危険箇所の合同点検を実施（関東地方整備局、墨田区、足立区）

• 国、消防署と合同で共同点検を実施（関東地方整備局、江東区）

○重要水防箇所の見直し、水防資機材の確認及び共同点検の実施

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための取組

■効果的な水防活動を行うための水防体制強化

○消防機関等との連絡体制の再確認と伝達訓練の実施・連携、協力に関する検討

• 4月に水防連絡会を開催、5月に訓練を実施（関東地方整備局）

• 平成29年5月25日に区内消防署及び消防団と合同で総合水防訓練を実施（文京区）

• 消防署、消防団が参加する水防訓練を実施（足立区）
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• 区、消防署、消防団と協働して水防訓練を実施（中央区）

• 平成29年5月25日に区内消防署及び消防団と合同で総合水防訓練を実施（文京区）

• 平成29年5月に管内消防署と合同水防訓練を実施（墨田区）

• 平成30年度足立区・第六消防方面合同総合水防訓練（足立区）

○毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施（水防訓練の充実）

合同水防訓練（墨田
区）

総合水防訓練（文京区）

総合水防訓練（文京区） 総合水防訓練（文京区）

水防訓練（中央区）

水防訓練（中央区） 総合水防訓練（足立区）



30

• 区内消防署と協同した入団促進活動を実施（千代田区）

• 消防団イベント周知チラシにて、イベント周知と併せて消防団員の募集を実施（足立区）

○水防活動の担い手となる消防団や水防協力団体の募集・指定促進・
水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）

消防団イベント周知チラシ（足立区）
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• 区内全12か所に土のうステーションを配置（墨田区）

• 軽量型止水版等を新規で配備（足立区）

○迅速な水防活動を支援するため新技術を活用した水防資機材等の配備

土のうステーション（墨田区） 軽量型止水版（足立区）
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• 排水機場の耐水化を実施するため、平成２８年度から設計を実施（関東地方整備局）

• 水門及び排水機場の耐水化を「東部低地帯の河川施設整備計画（平成24年）」に基づき実施中
（東京都）

○排水施設の耐水化を実施

※万一地震により堤防等が損傷し、施設が浸水した
場合にも機能を保持することを目標に実施。

新芝川排水機場 綾瀬排水機場



33

３）大規模氾濫に対する被害軽減のための取組
③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための取組

■排水計画作成及び訓練の実施

○排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水
訓練の実施

• 平成29年12月5日に群馬県内の現場で排水ポンプパッケージの設営、操作の訓練を実施（水資源
機構）

群馬用水管理
所職員による
模範演技 訓練模様

排水ポンプ
設置状況

吐き出し部状況


